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「とりまとめ報告書」の位置づけ 

 

○ 本「とりまとめ報告書」は、電力系統利用協議会（以下、「当協議会」とい

う。）内に設置された「供給信頼度評価報告書勉強会」（以下、「本勉強会」

という。）において報告・利用された資料および、議論された内容をとりま

とめたものである。 

 

○ 本勉強会では、東日本大震災の発生に伴う対応実績を振り返るとともに、当

協議会が実施する供給信頼度評価について、従来の方法および海外の状況を

参照したうえで、新たにシナリオを用いた評価を試みることとした。さらに、

当協議会としての今後の課題をとりまとめた。 

 

○ 本報告書の内容は、当協議会会員をはじめ、電気事業に係わる事業者、電気

の供給を受ける需要者にとって、有益な情報になると考え、当協議会として

広く情報発信するものである。 
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Ⅰ はじめに 

当協議会で従来から行っていた供給信頼度評価は、適正予備率を指標とし

て供給信頼度を評価してきた。しかし、平成２３年３月１１日に発生した東

日本大震災を踏まえ、今後も適正予備率を指標とした評価を行うことで十分

なのか、従来の考え方とは異なる視点で供給信頼度を評価すべきではないか

という観点から、幅広く供給信頼度評価に関する内容について調査･検討を行

うため、本勉強会を設置した。 

本勉強会では、以下の項目について、調査・検討を行った。 

・ 従来の供給信頼度評価 

・ 東日本大震災による電力系統への影響とその対応 

・ 東日本大震災を踏まえた稀頻度事故発生時のシナリオ評価 

・ 稀頻度事故を踏まえた信頼度評価 

・ 稀頻度事故を踏まえた対策 

 

Ⅱ 従来の供給信頼度評価 

１．従来の供給信頼度評価 

現在、当協議会では、毎年、一般電気事業者の管轄制御エリア（以下、「エ

リア」という。）別（１０エリア）の需給バランスを評価し、供給信頼度評

価報告書を作成・公表している。(資料編１－２) 

（１）需要 

エリア別の最大需要電力（送電端）とする。 

（２）供給力 

エリア別とし、一般電気事業者および特定規模電気事業者の供給計画

値ならびに供給先未定供給力の合計値（送電端）とする。なお、供給先

未定供給力は、当該電源の連系するエリアに計上する。 

（３）評価対象断面（定期評価） 

・ 第１年度：各月のエリア別需給バランス 

・ 第２～第１０年度：各年度８月（北海道エリアは８月および１２月）

のエリア別需給バランス 

（４）需給バランスの評価･検討 

原則として以下の内容で需給バランスを評価している。 

・ エリアの予備率が適正予備率８～１０％（沖縄エリアは最大電源ユ

ニット相当分）を上回る場合、上回っている事実を確認する。 

・ エリアの予備率が適正予備率を下回る場合、下回っている事実を確

認するとともに、地域間連系線の空容量合計（当該エリアの受電方

向の空容量合計）および他エリアの供給予備力を考慮して連系効果

を評価する。 
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・ 評価に際し、運用委員会は一般電気事業者のマージンの確保状況を

確認する。必要なマージンが確保できていない場合（地域間連系線

作業停止など）、確保できていないマージンの量を考慮のうえ、評価

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 従来の供給信頼度評価のイメージ 

（５）評価報告書の作成･公表 

供給信頼度評価報告書を作成し、毎年５月末日までに公表する。 

 

２．適正予備率 

従来の供給信頼度評価では、適正予備率８～１０％を指標としている。

この適正予備率は、偶発的需給変動対応分７％に持続的需要変動対応分１

～３％を加えたものであり、その考え方は次のとおりである。(資料編１－

３～５) 

（１）偶発的需給変動 

短期的かつ偶発的に発生する需給上の変動として、気象条件などによ

る需要変動、電源の計画外停止や出水変動を想定している。これらの変

動に対して、供給予備力と他社からの応援融通により対応する。 

偶発的需給変動を確率的に評価し、供給力不足の発生する日数の期待

値（見込不足日数）を一定以下にする供給予備力必要量として７％を保

有する。なお、各社単独時と各社連系時の供給予備力必要量の差から連

系効果３％が期待され、マージンとして確保している。 

（２）持続的需要変動 

循環的景気変動などにより、需要が持続的に想定値を上回る事象を想

定している。過去の需要実績から持続的需要変動対応分１～３％を適正

予備力の一部として保有する。 

 

一般電気事業者 

（予備力含む） 

ＰＰＳ 供給先未定 

供給力 

最大需要電力 
予備力 

（供給力） 

（需 要） 

・適正予備力を上回っているか 

・下回る場合、連系線の空容量と他エリアの予備力

を考慮して連系効果を評価 
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３．海外の供給信頼度評価手法との比較 

日本、欧米とも、供給予備率が必要供給予備率によって供給信頼度を評

価する考え方は共通している。 

（１）需要 

欧米では、想定需要から需要調整分（日本の需給調整契約に相当する

もの）を差し引いている例がある。(資料編２－９、１１、１５) 

また、需要の価格に対する反応による需要抑制については、運用時の

調整分として扱い、供給信頼度評価では考慮していない。(資料編２－２

１) 

（２）供給力 

日本、欧米ともに、供給力として休止電源や計画補修分、水力の出力

低下分などは除外し、確実に利用が見込める供給力のみを計上している。

特に揚水発電については、池容量や揚水原資により設備容量をすべて供

給力に計上することができない場合や、水位制約や作業停止により供給

力が低下する場合がある。(資料編２－１０) 

将来電源については、実現の可能性を考慮するため、複数のシナリオ

（既存のみ、既存＋建設中、既存＋建設中＋計画中）を用いて評価して

いる。(資料編２－１６) 

再生可能エネルギー電源のｋＷ価値については、欧米においても様々

な手法が採用されており、試行錯誤の段階である。 

（３）想定リスク 

供給信頼度評価で想定するリスクは、需要の不確実性（需要変動）と

電源の計画外停止等を確率的に評価した需給変動であり、日本、欧米と

もに共通である。(資料編２－２４～２８) 

震災などの災害による大規模な電源停止といった稀頻度事象は、欧米

においても常時の供給力に見込むべきリスクとしては扱われておらず、

そのような事象が発生した場合には需要抑制が行われる。一部の国では、

こうした需要抑制が市場化されている例もある。(資料編２－３４) 
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Ⅲ 東日本大震災による電力系統への影響とその対応 

１．東日本大震災による電力系統への影響(資料編１－９) 

（１）東日本大震災の概要 

発生日時：平成２３年３月１１日（金）１４時４６分頃 

震源：三陸沖(北緯３８．００度、東経１４２．９０度) 

マグニチュード：９．０（深さ１０ｋｍ） 

各地の震度：震度７（宮城県栗原市） 

      震度６強（宮城県、福島県、茨城県、栃木県） 

津波の状況：太平洋沿岸を中心に高い津波を観測 

 

（２）東日本大震災による被害 

地震発生後、供給力が大幅に減少したことによって周波数が大幅に低下

し、北海道本州連系設備と東京中部間連系設備（ＦＣ）を介して他エリア

から即時に応援融通が送電されたが、需給ギャップの解消にはいたらず、

周波数低下（４８．５Ｈｚ以下）が継続した。このため、一部の需要への

供給が自動停止（負荷遮断）にいたった。その後、運転を継続している発

電機の出力増により、地震発生から約５分後に周波数が５０Ｈｚに復帰し、

東北･東京エリア全系の停止（ブラックアウト）は回避された。 

その後、被害を受けた送配電設備の復旧に着手するとともに、被害のな

かった発電機の復旧や他エリアからの応援融通受電などの供給力確保に努

めたものの、東京エリアでは地震発生後の休日明けから供給力不足による

計画停電を実施することとなった。東北エリアでは、送配電設備の事故や

津波などにより供給力減少を上回る需要の減少があったため、地震直後に

は供給力不足にいたらなかった。(資料編１－１０～１４) 

 

・地震発生後の供給力の推移 

東京エリア：約５，２００万ｋＷ→約３，１００万ｋＷ 

東北エリア：約１，４３０万ｋＷ→約９００万ｋＷ 

・供給力減に至った主な発電所 

東京エリア：福島第一、福島第二、東海第二、鹿島、広野、常陸那珂等 

東北エリア：女川、八戸、仙台、新仙台、原町、常磐、相馬等 

・最大停電軒数 

 東京エリア：約４０５万軒（全軒数の約２割） 

  東北エリア：約４６６万軒（全軒数の約７割） 
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２．その後の供給力対応 

東日本大震災により、東京電力管内では２，１００万ｋＷ程度の電源が脱落

し、その後、随時、供給力対策を実施したが、需給ギャップの解消にはい

たらず、一時は計画停電を実施せざるを得ない状況となった。(資料編１－

１６～１９) 

その後、他社からの応援融通、自家用発電設備の更なる活用、被災電源

の復旧、長期計画停止火力の運転再開、緊急設置電源の設置などにより、

平成２３年夏季の供給力は５，６２０万ｋＷ程度まで回復した。需要者の節電

行動等により需要水準が低めであったこともあり、夏季を通して１０％以

上の予備率を確保でき、計画停電の実施を回避できた。(資料編４－４～９) 

 

表１ 震災後の東京電力の追加供給力対策の推移   （単位：万ｋＷ） 

震災 

前日 
数日後 ２週間後 １ヶ月後

４ヶ月後 

（７月末） 

５ヶ月後

（８月末）

 

０ ４２４ ７０９ ９４６ １，８６６ １，９５８

他社からの応援融通 

 
１７０ ２５０ １５０ ３０ ３０

自家発発電設備の 

更なる活用 
０ １０ ８０ ８０ １１０ １１０

震災による停止からの復旧 

（補修停止電源の復旧含む） 
０ ２４４ ３７９ ７１６ １，６０１ １，６０１

長期計画停止火力の 

運転再開 
０ ０ ０ ０ ８７ ８７

緊急設置電源の設置 

 
０ ０ ０ ０ ３７ １２９
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Ⅳ 東日本大震災を踏まえた稀頻度事故発生時のシナリオ評価 

１．シナリオ評価についての主な議論 

海外の供給信頼度評価との比較や東日本大震災による電力系統への影響

などを踏まえ、以下のような結論を得た。 

・ 稀頻度の事象に対して供給力不足が生じないように事前に設備を準

備しておくことは必要となるコストを踏まえ、慎重に対応すべき。 

・ 通常の事象に対しての供給信頼度評価という意味では従来の適正予

備率の考え方は妥当である。 

・ ただし、今回の震災のような稀頻度の事象は確率論的に評価するこ

とは不適切であるため、大規模災害といった稀頻度の事象を確定的

に捉えたシナリオを通じての評価も必要である。 

・ 震災による大規模な電源停止といった過酷な事象に対しては、供給

力が不足し、需要側対策が必要となることを示すことも重要である。 

そこで、大規模災害等の稀頻度事象を確定的に捉えたシナリオ評価を試

みることとした。シナリオ評価を行ううえで、以下のような議論があった。 

・ 確率的にではなく、確定的に大規模な事故を想定しているので、従

来の供給信頼度の考え方（例えば見込不足日数など）と外れてもい

いのではないか。 

・ この勉強会を始めた理由は、極めて大規模な自然災害を無視するこ

とはできないということがあった。まず、どれぐらいの規模の自然

災害を想定するか、前提を明確にすることが必要である。 

・ 今回の震災の評価が必要。実際にある程度の期間で復旧しているの

で、この復旧シナリオをベースに評価できるのではないか。 

・ 事故時には電源停止だけでなく需要も落ちる。今回の震災では太平

洋側の発電所が被災したが、東京エリアの需要の減少は少なく、需

給ギャップが大きくなった。需要の変動をどう考えるか。 

・ 電源停止がある一定程度を超えると供給力不足が発生することにな

る。その時に需要も落ちていると仮定すると、どんな事故でも停電

しないことになる。一方で電源だけ停止すると考えると復旧ができ

ないということにもなる。 

・ 需要者からは、今回の震災のような事象に対してどれくらいの期間

停電するのかがわかれば対応もできるという意見を聞く。例えば１

週間は停電が継続するが、１ヶ月後は供給可能といった指標を出せ

ればよいのではないか。 

・ 具体的な災害をイメージするとなかなか検討が進まないと思われる。

まずはボリューム感として「これくらいの電源が脱落したらどうな

るか」といった観点で検討を進めてみてはどうか。 
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２．シナリオ評価の前提条件 

このような議論を踏まえ、今回のシナリオ想定では具体的な原因事象（例

えば、どの地点でどの程度の地震が発生するか）ではなく、「何らかの原因

で各エリアの一定割合の電源が停止した場合」を考えることとした。 

また、前提となる需給バランスは、例えば再生可能エネルギーが大量導

入された場合、需給バランスの想定自体が今後の議論であり不確定な部分

が大きいため平成２２年度供給信頼度評価報告書（定期評価）の需給バラ

ンスをもとに検討を行うこととした。具体的な前提条件は表２のとおり。 

 

表２ シナリオ評価の前提条件 

項目 設定内容 

評価するエリアの単位 一般電気事業者の管轄制御エリア単位 

需要 平成２２年８月の最大需要電力（北海道エリアは１２月） 

事前の供給力 平成２２年８月の供給力（北海道エリアは１２月） 

電源停止量 系統容量の１０～５０％（１０％刻み）で設定 

追加供給力 
東日本大震災の実績より、仮定を置いて設定 

（詳細は表３による） 

時系列での検討断面 電源停止当日、数日後、２週間後、１ヶ月後の４断面 

時系列での検討を１ヶ月後までとしているのは、それ以上の期間を考え

ると、想定している需要そのものが変わってくること（例えば８月に電源

停止が発生した場合、２ヵ月後には気温の低下に伴って需要そのものが大

きく減少することになる）などから、一定の区切りを置いたものである。 

 

３．供給力対策の想定 

今回の震災発生後の東京電力の供給力対策を踏まえ、以下の供給力対策

を考えた。供給力対策の考え方は表３のとおりとした。供給力対策には「計

画段階で織り込めるもの」と「運用段階で結果として織り込めるもの」が

あり、後者については今回の震災の実績も参考に一定の仮定を置いた。 

① 供給予備力 

② 他社からの応援融通 

③ 火力増出力運転 

④ 自家用発電設備の更なる活用 

⑤ 補修停止電源の稼動 

⑥ 停止電源の復旧 

⑦ 長期計画停止火力の運転再開 

⑧ 緊急設置電源の設置 
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表
３
 
電
源
停
止
後
に
考
慮
す
る
追
加
供
給
力
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(*
)：

一
定

の
仮

定
を

お
い

て
設

定
し

た
も

の
 

 
項

目
 

電
源

 

停
止

後

数
日

後
 

２
週

間

後
 

１
ヵ

月

後
 

設
定

内
容

 

①
 

供
給

予
備

力
 

○
 

○
 

○
 

○
 

平
成

２
２

年
８

月
の

供
給

力
（
北

海
道

エ
リ
ア

は
１

２
月

）
に

基
づ

き
織

り
込

み
。

 

②
 

他
社

か
ら

の
応

援
融

通
 

△
 

○
 

○
 

○
 

連
系

線
の

マ
ー

ジ
ン

と
空

容
量

分
の

応
援

融
通

を
織

り
込

み
。

 

（
電

源
停

止
後

は
マ

ー
ジ

ン
分

、
数

日
後

以
降

は
マ

ー
ジ

ン
＋

空
容

量
分

で
設

定
）
 

③
 

火
力

増
出

力
運

転
(*

) 
×

 
○

 
○

 
○

 

稼
動

し
て

い
る

火
力

機
の

量
や

個
々

の
発

電
機

の
能

力
に

よ
っ

て
異

な
る

が
、

過

去
の

実
績

等
を

参
考

に
、

自
社

火
力

設
備

量
（
長

期
計

画
停

止
を

除
く

）
の

１
％

と

仮
定

し
て

考
慮

。
 

④
 

自
家

用
発

電
設

備
の

 

更
な

る
活

用
(*

) 
×

 
○

 
○

 
○

 

供
給

先
未

定
供

給
力

（
単

機
容

量
１

１
．

２
５

万
ｋ
Ｗ

以
上

の
発

電
機

の
あ

る
発

電
所

分
）
は

、
も

と
も

と
供

給
力

に
織

り
込

み
済

み
。

 

そ
れ

以
外

に
つ

い
て

は
、

エ
リ

ア
ご

と
に

ば
ら

つ
き

は
あ

る
が

、
概

ね
１

％
前

後
で

あ

っ
た

こ
と

か
ら

、
東

日
本

大
震

災
の

対
応

実
績

と
同

じ
比

率
で

自
家

発
を

活
用

す
る

と
仮

定
し

て
考

慮
。

（
系

統
容

量
に

対
し

、
数

日
後

０
．

２
％

、
２

週
間

後
１

．
４

％
、

１

ヵ
月

後
１

．
４

％
）
 

⑤
 

補
修

停
止

電
源

の
稼

動

(*
) 

×
 

×
 

×
 

○
 

平
成

２
２

年
８

月
の

電
源

補
修

量
（
火

力
、

揚
水

）
に

つ
い

て
、

１
ヵ

月
後

に
稼

動
す

る
と

仮
定

し
考

慮
。

（
北

海
道

エ
リ
ア

は
１

２
月

）
 

⑥
 

停
止

電
源

の
復

旧
(*

) 
×

 
○

 
○

 
○

 

東
日

本
大

震
災

の
対

応
実

績
と

同
じ

比
率

で
被

災
停

止
電

源
が

復
旧

す
る

と
仮

定

し
て

考
慮

。
（
電

源
停

止
量

に
対

し
、

２
日

後
１

１
．

６
％

、
２

週
間

後
１

８
．

０
％

、
１

ヵ

月
後

３
４

．
１

％
が

復
旧

と
仮

定
）
 

⑦
 

長
期

計
画

停
止

火
力

の

運
転

再
開

 
×

 
×

 
×

 
×

 

⑧
 

緊
急

設
置

電
源

の
設

置
 

×
 

×
 

×
 

×
 

東
日

本
大

震
災

の
対

応
実

績
よ

り
、

対
応

に
は

１
ヶ

月
以

上
の

時
間

を
要

す
る

こ
と

か
ら

、
今

回
の

時
間

軸
の

レ
ン

ジ
外

。
 

※
 

上
記

以
外

に
も

、
家

庭
用

コ
ジ

ェ
ネ

の
供

給
力

ポ
テ

ン
シ

ャ
ル

に
つ

い
て

検
討

し
た

が
、

現
状

で
は

シ
ナ

リ
オ

検
討

に
織

り
込

む
ほ

ど
の

影
響

は
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

た
だ

し
、

今
後

の
 

普
及

動
向

等
に

つ
い

て
は

、
注

視
し

て
い

く
必

要
が

あ
る

。
（
資

料
編

５
-
1
～

４
） 
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４．シナリオの評価 

（１）シナリオの例 

シナリオ評価の一例として、下図に供給力対策による復旧過程のイメ

ージを示す。 

 

図２ 供給力対策による復旧過程のイメージ 

 

この例では、電源停止直後には予備力の活用やマージン分の融通受電

を行っても供給力が不足するため、需要側対策が必要となる。数日後、

２週間後には空容量を活用した他エリアからの融通受電や停止電源復旧

といった供給力対策によって需給ギャップが徐々に解消し、１ヵ月後に

は供給力不足が解消している。なお、今回のシナリオ評価では需要の脱

落は考慮していないが電源停止と同時に需要の脱落がある場合には、そ

の分、需要側対策の必要量が減少することとなる。 

 

（２）シナリオ評価の考え方 

今回のシナリオで想定している供給力対策のうち、エリア内で確保し

ている予備力や他社からの応援融通についてはある程度の確度をもって

期待できるものと考えられる。しかし、そのほかの火力増出力運転、自

家発活用、停止電源復旧などは、どのような原因事象が発生するかによ

って、その量が大きく変わってくることが予想される。特に停止電源の

復旧については、東日本大震災の一例のみから仮定したものであり、実

際に期待できないことも十分に考えられる。 

供
給
力

予
備
力 

需要 

電源停止 

①予備力

②マージン 

 ②マージン 

+空容量 

③④⑤ 

⑥停止電源復旧 

供給力不足分

事前 電源停止後 数日後 ２週間後 １ヵ月後 
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一方で、需要が減少することも十分に考えられることをあわせて考え

ると、ここで実施したシナリオ評価は、どの程度の発電停止であれば、

どの程度の供給力不足となるのか、一定の仮定をおいた場合にはその復

旧はどのような時系列となるのか、といった概略の影響評価といったも

のと考えるべきである。 

さらに、供給力対策を行うことで、事故発生後、最大限確保できる供

給力（以下、「最大供給能力」という。）を把握できる。この最大供給能

力を用いて、例えば、どの程度の発電停止まで耐えられるのかといった

ことも考えることができる。 

 

上図は、供給力対策によって最大限確保できる供給力の考え方を示し

たものである。ここで対策後①は、ある程度の確度があると考えられる

もので、エリアであらかじめ確保している予備力と連系線による他エリ

アからの応援融通である。対策後②は①に加え、火力増出力運転、自家

発活用、停止電源復旧といった一定の仮定の下に算出されるものである。 

対策①あるいは②によって確保される最大供給能力から必要な予備率

を差し引いたものが、実質的に供給できる需要の最大値と考えられる。

この需要と想定される最大需要の差分が需要側対策を必要としない発電

機停止の最大値とも考えることができる。 

例えば、連系線の容量を増やすことによって対策①も増加するし、あ

らかじめ活用可能な自家発設備を確保することで対策②を増加させるこ

とができる場合もある。 

控除分 

図３ 供給力対策実施によって確保できる最大供給能力 

対策① 

対策② 

総設備量 供給力 対策後① 対策後② 最大供給能力 

予備力 

供給できる 

最大需要 
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大規模な発電機停止を評価することで、場合によっては需要側対策が

必要となるという結果に注目するだけでなく、違う見方をすれば、ある

範囲であれば需要側対策は必要ないものと見ることができる。 

 

Ⅴ 稀頻度事故を踏まえた信頼度評価 

各社の稀頻度事故に対する信頼度評価結果を 13 頁以下に示す。 

東日本大震災の発生に伴い、東京電力管内では供給力５，２００万ｋＷ程度

のうち、２，１００万ｋＷ程度の電源が脱落した。これを踏まえ、電源停止量

として系統容量の４０％を設定し、復旧過程を考慮した時系列のシナリオ

評価をまとめた。 

今回考慮した供給力対策の中で計画段階である程度の確度で期待できる

ものとして、供給予備力と他社からの応援融通のみを考慮し、電源停止量

に対する需要側対策必要量の最大値を算出した結果が表４である。 

その他の供給力対策として火力増出力運転や自家用発電設備からの受電

の更なる活用、補修停止電源の稼動、停止電源の復旧、連系線の運用容量

を超過した緊急避難的な使用などがあり、需要についても電源停止とあわ

せて減少することもあるため、実際の需要側対策必要量は表４にある量よ

り少なくなる可能性があることに留意が必要である。 

また、各エリアでの最大供給能力をまとめたものが表５である。各エリ

アの最大供給能力は、そのエリアの最大原子力サイトの停止時にも最大需

要電力に加え、必要と考えられる３％の予備力を満足する水準であること

がわかる。ただし、今回のシナリオ評価では供給力対策に一定の仮定をお

いていること、および電源停止から一定の時間が経過した場合の供給力対

策を考えているため、この結果をもって最大原子力サイト停止時にも需要

側対策にまでは至らないと結論づけることはできない点に十分注意願いた

い。 

どのレベルの信頼度を確保するか、すなわちどのレベルの過酷事故に対

して需要側対策が発生しないよう対策するのかについては、各エリアの特

性があり、また本勉強会の場でも「きわめて稀頻度の事象に対してまで、

あらかじめ設備対策を講じておく必要があるのか」という議論もあったこ

とから、一律にどのレベルの信頼度が必要かを定めることは困難と考えら

れる。 

また、本勉強会においては、以下のような点が指摘されており、今後の

課題と考えられる。 

・ 地域的な特徴として、電源が多い地域、電源と需要がバランスして

いる地域、需要が多い地域などがある。稀頻度大規模災害を想定す

る際には、こうした地域的な特徴を考慮することも必要である。 
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・ 今回のシナリオ評価は単一エリアでの事故しか想定していないなど、

一定の仮定に基づくものであり、例えば複数エリアでの稀頻度事故

など、より厳しい状況を想定することも必要である。 

・ 連系線必要量について、今回のシナリオ評価がどのように活用でき

るか検討していくことが必要である。 

・ 今回のシナリオ評価は、検討断面を１ヶ月で区切ったため、それ以

上の時間を要する供給力対策については考慮しなかった。しかし、

実際には長期計画停止火力の運転再開や緊急設置電源などで供給力

の確保に努めており、今後は設備面での対応についても検討してい

くことが必要である。 
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電源停止シナリオ（電源停止量：系統容量の４０％）の試算結果

東北エリア（電源停止量：５５４万ｋW）

1,386

832 832 832 832

240

240 240 240 240

50

366 366 366

11 11 112 19 19

93
64

100

189

1,386

1,089

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

事前 電源停止後 数日後 ２週間後 １ヵ月後

[万kW]

予備率
17.3％

297万kW
（21.4％）

需要側対策必要量
（節電、需給調整契約、計画停電等）

26.2％

1,626

1,749

①予備力分

②他社応援融通

③火力増出力運転

④自家発活用

⑤補修停止電源の
　稼動

⑥停止電源復旧

13.1％
1,5679.3％

1,515

北海道エリア（電源停止量：２１７万ｋW）

542

325 325 325 325

136

136 136 136 136

60 61 61 61

4 4 41 7 7

74

25
39

74

542

200

300

400

500

600

700

800

事前 電源停止後 数日後 ２週間後 １ヵ月後

[万kW]

予備率
25.1％ 25.7％
678 681

①予備力分

②他社応援融通

③火力増出力運転

④自家発活用

⑤補修停止電源の
　稼動

⑥停止電源復旧

5.6％
573

36万kW
（6.6％）

6万kW
（1.1％）

需要側対策必要量
（節電、需給調整契約、計画停電等）
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東京エリア（電源停止量：２，３６０万ｋW）

5,899

3,539 3,539 3,539 3,539

543

543 543 543 543

180
344 344 344
37 37 3710 80 80

89274
426

805

5,899

4,138

4,609

4,824

5,278

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

事前 電源停止後 数日後 ２週間後 １ヵ月後

[万kW]

予備率
9.2％

1,761万kW
（29.8％）

1,290万kW
（21.9％）

1,075万kW
（18.2％）

需要側対策必要量
（節電、需給調整契約、計画停電等）

6,442

①予備力分

②他社応援融通

③火力増出力運転

④自家発活用

⑤補修停止電源の
　稼動

⑥停止電源復旧

621万kW
（10.5％）

中部エリア（電源停止量：１，０２５万ｋW）

2,563

1,538 1,538 1,538 1,538

497

497 497 497 497

100
213 213 213

21 21 214 35 35
76119

185

3502,563

2,073

2,323
2,416

2,563

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

事前 電源停止後 数日後 ２週間後 １ヵ月後

[万kW]

予備率
19.4％

490万kW
（19.1％）

240万kW
（9.4％）

147万kW
（5.7％）

需要側対策必要量
（節電、需給調整契約、計画停電等）

6.5％

3,060

2,729

①予備力分

②他社応援融通

③火力増出力運転

④自家発活用

⑤補修停止電源の
　稼動

⑥停止電源復旧
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北陸エリア（電源停止量：２０６万ｋW）

515

309 309 309 309

98

98 98 98 98

70

153 153 153

4 4 41 7 7
2824

37

70

515

463

200

300

400

500

600

700

800

事前 電源停止後 数日後 ２週間後 １ヵ月後

[万kW]

予備率
19.0％

52万kW
（10.1％）

需要側対策必要量
（節電、需給調整契約、計画停電等）

30.0％

613

670

①予備力分

②他社応援融通

③火力増出力運転

④自家発活用

⑤補修停止電源の
　稼動

⑥停止電源復旧

18.1％
60814.4％

589

関西エリア（電源停止量：１，２１２万ｋW）

3,029

1,817 1,817 1,817 1,817

394

394 394 394 394

100

520 520 520

15 15 155 41 410
141

219
4133,029

2,244

2,808
2,919

3,029

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

事前 電源停止後 数日後 ２週間後 １ヵ月後

[万kW]

予備率
13.0％

785万kW
（25.9％）

221万kW
（7.3％）

110万kW
（3.6％）

需要側対策必要量
（節電、需給調整契約、計画停電等）

5.7％
3,423

3,201

①予備力分

②他社応援融通

③火力増出力運転

④自家発活用

⑤補修停止電源の
　稼動：ゼロ

⑥停止電源復旧
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中国エリア（電源停止量：４５５万ｋW）

1,137

682 682 682 682

240

240 240 240 240

40

516 516 516

8 8 82 15 15
4653

82

155

1,137

934

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

事前 電源停止後 数日後 ２週間後 １ヵ月後

[万kW]

予備率
21.1％

203万kW
（17.8％）

需要側対策必要量
（節電、需給調整契約、計画停電等）

46.2％

1,377

1,662

①予備力分

②他社応援融通

③火力増出力運転

④自家発活用

⑤補修停止電源の
　稼動

⑥停止電源復旧

35.7％
1,54332.0％

1,501

四国エリア（電源停止量：２１８万ｋW）

545

327 327 327 327

140

140 140 140 140

93

195 195 195

3 3 31 7 70
25

39
74

545 544

300

400

500

600

700

800

事前 電源停止後 数日後 ２週間後 １ヵ月後

[万kW]

予備率
25.7％

1万kW
（0.2％）

需要側対策必要量
（節電、需給調整契約、計画停電等）

37.1％

685

747

①予備力分

②他社応援融通

③火力増出力運転

④自家発活用

⑤補修停止電源の
　稼動：ゼロ

⑥停止電源復旧30.7％
71226.9％

692
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沖縄エリア（電源停止量：５７万ｋW）

143

86 86 86 86

52

52 52 52 52

2 2 20 2 207
10

20

143

134

142

80

100

120

140

160

180

200

220

事前 電源停止後 数日後 ２週間後 １ヵ月後

[万kW]

予備率
36.4％

9万kW
（6.4％）

需要側対策必要量
（節電、需給調整契約、計画停電等）

12.7％

195

161

①予備力分

③火力増出力運転

④自家発活用

⑤補修停止電源の
　稼動：ゼロ

⑥停止電源復旧6.3％
152

1万kW
（0.4％）

九州エリア（電源停止量：６６６万ｋW）

1,665

999 999 999 999

198

198 198 198 198

0

222 222 222

9 9 93 23 23
3577

120

227
1,665

1,162

1,464
1,525

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

事前 電源停止後 数日後 ２週間後 １ヵ月後

[万kW]

予備率
11.9％

503万kW
（30.2％）

201万kW
（12.1％）

140万kW
（8.4％）

需要側対策必要量
（節電、需給調整契約、計画停電等）

1,863

1,713

①予備力分

②他社応援融通

③火力増出力運転

④自家発活用

⑤補修停止電源の
　稼動

⑥停止電源復旧2万kW
（0.1％）

17



表４　電源停止量に対する需要側対策必要量（最大値）

10% 20% 30% 40% 50%

[万kW] [万kW] [万kW] [%] [万kW]

542 678 136 25.2 60 0 0 0 36 89

0.0 0.0 0.0 6.6 16.3

1 0 0 0 35 88

0.0 0.0 0.0 6.5 16.2

1,386 1,626 240 17.3 50 0 28 163 297 432

0.0 2.0 11.7 21.4 31.1

316 0 0 0 0 125

0.0 0.0 0.0 0.0 9.0

5,899 6,442 543 9.2 180 43 615 1,188 1,761 2,333

0.7 10.4 20.1 29.8 39.6

164 0 456 1,029 1,602 2,174

0.0 7.7 17.4 27.1 36.9

2,563 3,060 497 19.4 100 0 0 242 490 739

0.0 0.0 9.4 19.1 28.8

113 0 0 132 381 630

0.0 0.0 5.1 14.9 24.6

515 613 98 19.0 70 0 0 2 52 102

0.0 0.0 0.4 10.1 19.8

83 0 0 0 0 21

0.0 0.0 0.0 0.0 4.1

3,029 3,423 394 13.0 100 0 197 491 785 1,079

0.0 6.5 16.2 25.9 35.6

420 0 0 83 377 671

＊ 0.0 0.0 2.7 12.5 22.2

1,137 1,377 240 21.1 40 0 0 92 203 313

0.0 0.0 8.1 17.8 27.5

476 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

545 685 140 25.7 93 0 0 0 1 54

0.0 0.0 0.0 0.2 9.9

102 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1,665 1,863 198 11.9 0 18 180 341 503 665

1.1 10.8 20.5 30.2 39.9

222 0 0 126 287 449

0.0 0.0 7.5 17.3 27.0

143 195 52 36.3 0 0 0 9 23

0.0 0.0 0.0 6.4 16.2

＊他社の供給余力（予備力３％を確保して応援できる量）＜マージン（100）＋空容量合計（504）により、他社応援融通が一部制限

電源停止量（系統容量に対する電源停止率）

需要側対策必要量（最大値）
上段：[万kW]、下段：[%]

供　給
予備率

供　給
予備力

沖縄

中国

四国

九州

マージン分

＋空容量分

マージン分

＋空容量分

マージン分

マージン分

＋空容量分

マージン分

＋空容量分

マージン分

＋空容量分

＋空容量分

北海道

マージン分

＋空容量分

最大需要
電力

供給力 応援融通量

中部

北陸

関西

マージン分

＋空容量分

東北

東京

マージン分

＋空容量分
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Ⅵ 稀頻度事故を踏まえた対策 

１.供給力側の追加対策 

今回想定したような大規模事故にも対応できるような強靭な供給体制を目

指した中長期的な設備対策等を検討するにあたっては、今回行ったようなシ

ナリオ評価や最大供給能力の考え方を活用することができるものと考えられ

る。 

最大供給能力の増加にあたっては、本勉強会での議論にもあったように、

極めて稀頻度な事象に対してどのレベルの信頼度を確保するのかを一律に決

めることは困難であるが、将来の需要想定などの各エリアの状況やリスク想

定などを考慮した上で、対策量を検討することになる。また、最大供給能力

を増加させる主な手段である電源の増強あるいは連系線の増強による他エリ

アからの応援可能量増加について、それぞれのコストや実現性などを考慮す

ることが必要である。 

短期的な対応としては、現状の連系線をさらに活用することが考えられる。

今回のシナリオ評価では、供給力として見込まなかったものの、例えばエリ

ア全体の供給力不足による計画停電を回避するために緊急避難的に運用容量

を超過して連系線を使用するといった方策が考えられる。これは、ＥＳＣＪ

ルール上も最終手段として定められているものではあるが、現状、計画段階

での期待量について明確に定まったものではなく、エリア全体の需給状況な

どその時の状況を踏まえ、一般電気事業者が判断しているものである。 

また、こうした、計画停電を回避するための運用容量の超過が一定期間継

続する場合には、運用容量そのものを一時的に拡大することも供給力確保策

としては考えられる。 

今後、更なる連系線の活用を考慮する際には、その期待量に関する評価に

加えて、運用容量超過が電力系統全体へ与えるリスクも含めて検討すること

が課題と考えられる。 

 

２．需要側の対策 

 （１）需要抑制策 

前章で述べたように、稀頻度事故発生時の供給信頼度のシナリオ評価を

通じて、供給力減少の程度によって、停電を回避できるか、どれくらいの

期間需要抑制を必要とするか、をエリアごとに概観することができる。 

本勉強会において、需要抑制について以下のような議論があった。 

・ 今回の震災のような大規模な供給力の減少が発生した場合に、計画

停電のような緊急制御が必要となるのは、対応すべき予備力の経済

合理性を踏まえるとやむを得ない。 

・ しかし、社会的影響を少しでも和らげるため、事前に需要抑制策に
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ついて検討しておくことは重要である。 

東日本大震災に際しては、この需要抑制を震災発生直後の①「負荷遮断」、

休日明けからの②「計画停電」、そして夏季高需要期の③「法律による使用

制限」といった時系列で実施された。このうち、①の負荷遮断については

系統安定のための緊急手段として不可欠のものであり、今回の地震によっ

て特段の見直しが必要なものではないと考えられる。 

一方、②③については、準備不足により、需要者に多大な経済的損失と

迷惑をかけることとなった。この経験から、新技術や合理的な制度の導入

により、より影響の小さい新たな需要抑制策の導入が求められている。近

年各所で導入が検討されているスマートメーター、スマートグリッドがこ

うした新たな需要抑制策を実現する手段の一つとして期待されている。 

本勉強会で取り上げたような稀頻度大規模事故を考える際に、こうした

新たな需要抑制策の検討も供給信頼度評価上重要な項目となってくると考

えられるので、本報告書においても、その検討の方向性をとりまとめた。 

 

（２）東日本大震災における「計画停電」 

新たな需要抑制策の検討の方向性については、次節で述べるが、実際、

まとまった量の確実な需要抑制を期待できるまでには、ある程度の期間を

要するものと考えられる。一方、大規模災害はいつどこで発生するかわか

らないため、当面は、東日本大震災と同様、「計画停電」の可能性はなくな

らない。 

東日本大震災においては、特に初期の計画停電において反省材料があり、

予見性の確保、需給状況に関する一層の情報提供、国民生活や産業活動へ

の影響をより少なくするなどの改善措置が講じられた。今後は、どのエリ

アにおいても、この改善点が考慮された形で実施されることが必要である。 

 

表６ 計画停電実施の際の改善措置について 

改善措置の内容 改善効果 

翌日分のみの計画公表から１週間分の計画公表に変更（3/15

～） 

午前分の実施の有無は前日夜に、午後分の実施の有無は当

日２時間前に公表（3/18～） 

５グループとなっている計画停電の対象地域を更に細分化し、

どのサブグループから実際に停電が行われるか、順番がわかる

ように見直し（3/26～） 

予見性の向上

当日の供給力と１時間ごとの需要電力量をほぼリアルタイムで 需給状況の 
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東京電力及び経済産業省のホームページで公表（3/22～） 情報提供 

当初、東京２３区を計画停電の対象外としたが、被災地（茨城

県と千葉県の一部）および電鉄、病院等を停電対象外に追加

（3/15～） 

停電対象となっていた特別高圧の需要家を、大幅なピークカッ

トを条件に停電対象外に変更（6/20～） 

１回の停電時間を３時間から２時間に短縮＊（6/20～） 

最大１日２回の停電回数を１日１回に変更＊（6/20～） 

社会的影響の

低減 

停電対象外であった電鉄等の救済に伴う共連れ負荷を、操作

方法の改善により停電対象に変更（6/20～） 

不公平感の 

解消 

＊夏期の需要カーブと供給力の需給ギャップから見直し 

 

また、計画停電については、一般電気事業者だけでなく、全ての系統利

用者が認識して、日頃より備えておくべきものである。電力系統利用協議

会では、この点も考慮して「系統利用者のための計画停電Ｑ＆Ａ」を作成

したので、系統利用者においてはぜひ参考にしていただきたい。 

 

（３）新たな需要抑制策の検討の方向性 

新たな需要抑制策については、大きく二つの方向性が示唆されている。 

（Ａ）供給力が不足した場合に、供給者側が料金変化など価格シグナル

を発して、需要者に自発的な需要抑制を促すもの 

（Ｂ）あらかじめ、万一の場合には、需要抑制を許容できる需要者と契

約を締結し、供給力不足が発生した場合に需要を抑制するもの 

 

いずれも全く新しいものではないが、より実効性を持たせることが必要

とされている。（Ａ）に関しては、スマートメーターの導入などによる、い

わゆる電気使用量の「見える化」によって、価格シグナルに対する需要抑

制効果の顕在化が期待されているが、あくまで需要者の自発的な取り組み

を促すものであり、長期的にはピーク需要の減少、省エネの推進といった

効果が期待できると考えられるが、短期的な需要抑制効果の定量的な把握、

あるいは緊急時の有効性などに課題があると考えられる。各所で実証試験

が開始されているので、今後、それらの知見を蓄積していくことが望まれ

る。 

一方（Ｂ）は稀頻度事故により供給力不足が発生し、計画停電が必要と

なるような緊急時においても、抑制量がより明確に期待できる可能性があ

り、供給信頼度評価にあたっては、こちらの需要側対策について検討する

ことが重要である。 
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（Ｂ）の一例としては、需給調整契約がある。このような需要抑制をス

マートメーターによって例えば、双方向通信機能を活用して供給者側から

何らかの制御を行うなど、さらに効率的に実現することが可能となると考

えられる。これによって、抑制量が供給者から明確に把握できることや、

東日本大震災時の計画停電のようなフィーダー単位の需要抑制とは異なり、

需要を抑制できる需要者が、たまたま需要を抑制できない鉄道などの需要

と同じ配電線に接続されているため、抑制できないといった不都合が解消

されるなどのメリットが考えられる。 

大口需要家の一部についてはすでに３０分計量用に通信設備が構築され

ているものの、その他の需要家にスマートメーターを設置するまでの期間、

双方向通信回線の構築、供給者からの遠隔制御を可能とする場合には、内

線（自家用設備）と電力系統設備（電気事業用設備）の設備分界点におけ

る保安上の責任区分の考え方を超えた操作となるため、保安上の検討など

実現にあたっての課題の整理が必要と考えられる。 

また、現在の需給調整の仕組みは、一般電気事業者の営業部門が需要者

に提示する契約に基づくものであるが、エリア全体の供給力不足への対応

としては、これとは別に需要者が供給者を問わず、万一の需要抑制に対応

する方法も検討課題として考えられる。この一例として、エリア全体の需

給状況を把握している立場にある、一般電気事業者の系統運用部門（送配

電部門）が、供給者によらず、託送の仕組みを利用した料金対応という形

で提示するという新しい需給調整の仕組みも考えられる。このような考え

方は系統運用部門がエリア全体の需給に最終的な責任を持つという意味で

は合理的な考え方であるという意見もあった。 

本勉強会においては、需要側対策には、計画停電など社会的損失を伴う

ものもあり、その社会的損失を把握した上で対策を考えることが必要との

意見や、（Ｂ）の抑制効果について平常時から織り込むという考え方もある

のではないかとの意見もあった。今後はこのような点に留意した新たな需

要抑制対策についての検討が課題と考えられる。 
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Ⅶ おわりに 

今回行った新たな信頼度評価は、さまざまな課題を残してはいるが、今ま

で行われなかった稀頻度大規模事故が発生した場合に、各エリアでどのよう

な需給状況になるかを概観できた点で意味があったと思われる。 

また、今回の評価はエリアごとの特性を概観したものであり、毎年定期的

に行うという性質のものではなく、数年おき、あるいは電源構成や連系設備

に大きな変更があった場合などに行うべきものと考えられる。 

現在、政府でも将来のエネルギー政策や連系設備の強化についての議論が

行われており、この結果によって、今後の供給信頼度評価の枠組みも大きく

変わってくるものと思われる。 

例えば、平成２４年３月７日に開催された総合資源エネルギー調査会総合

部会電力システム改革専門委員会「地域間連系線等の強化に関するマスター

プラン研究会」（第２回）の資料である「震災を踏まえた供給信頼度とＦＣ必

要量について」の中でも稀頻度事故発生時のシナリオ評価の考え方が盛り込

まれており、この資料では、５０Ｈｚ地域、６０Ｈｚ地域ごとの電源停止を

想定したシナリオでＦＣの追加必要量を評価している。なお、同研究会にお

いて当協議会から「地域間連系線の運用容量に関する新たな評価について」

報告しており、緊急時における運用容量の新たな評価について今後検討を進

めることとしている。 

 

本勉強会はこの報告書をもって一旦の区切りとするが、これが供給信頼度

評価の最終的なものではなく、エネルギー政策や連系線に関する議論の結果

を踏まえ、供給信頼度評価について更なる検討を行っていくことが必要であ

る。 

 

最後に、本勉強会に参加いただき熱心に議論いただいたメンバーに御礼申

し上げるとともに、資料提供・資料作成に多大なご協力をいただいた方々に

この場を借りて御礼申し上げる。 
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複製・利用される場合には、下記までご連絡いただきますようお願いいたします。

 

連絡先 

一般社団法人 電力系統利用協議会 

電話 03-3512-2213／企画部 
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